
【 訂 正 情 報 】 

 

『平成 30 年の 相続税・贈与税入門の入門』（平成 30 年 4 月 25 日発行）中、下記の誤りがありましたので、お詫びの上、訂正させていただ

きます。 

税務研究会出版局 

 

◆203 頁 上から 8 行目 

 

（誤） となっていますので、類似業種の株価「A」は、441 円となります。 

 

（正） となっていますので、類似業種の株価「A」は、459 円となります。 

 

 

◆221 頁から 231 頁まで 

「⑥ 特定会社等の株価はどのように計算するのか」について、次のように差し替えさせていただきます。 

 

（平 30.5） 



しかし，先ほどと同じように，純資産価額が，類似業種比準価

額よりも低い場合には，

純資産価額

が，中会社（小）の株式の評価となります。

㋭ 小会社の株価

純資産価額が，小会社の株式の評価となります。

しかし，純資産価額と，つぎの算式で加重平均した金額と比べ

て，加重平均した金額の方が低いときは，加重平均した金額が，

小会社の株式の評価となります。

（類似業種比準価額×0.50)＋(純資産価額×0.50）

前の例で，評価すると，

（200円×0.50)＋(1,000円×0.50）＝600円

となります。

⑤ 少数株主の株価はどのように計算するのか

少数株主が，その会社の株式をもらった場合の評価は，極めてカン

タンです。

配当還元価額

が，少数株主の株式の評価となります。

しかし，会社の内容が悪くなっても，過去の内部留保で，高率の配

当をするケースもあります。

このような場合には，配当還元価額によって評価をすると，実状に

合わないものとなります。

そこで，配当還元価額が，同族株主として評価した金額よりも，高

くなった場合には，

同族株主としての評価

が，少数株主の株式の評価となります。

⑥ 特定会社等の株価はどのように計算するのか

評価しようとする非上場会社の実態が，つぎのような特定会社等に

該当する場合には，同族株主の株式の評価は，上記のような原則的評

価方法を採用しません。

原則として，純資産価額方式（純資産価額）で評価することになり

ます。

特定会社等

⑴ 比準要素数�の会社

⑵ 株式保有特定会社

⑶ 土地保有特定会社

⑷ 開業後�年未満会社等

⑸ 開業前，休業中会社

⑹ 清算中の会社

⑴ 比準要素数�の会社

比準要素数	の会社とは，類似業種比準価額を計算する場合におい

て，評価しようとする会社の，

Ⓑ……	株あたり配当金額

Ⓒ……	株あたり利益金額

Ⓓ……	株あたり純資産価額

が，つぎのケースに該当する会社をいいます。

㋑と㋺の両方に該当するケース

㋑……直前期を基準に計算して，Ⓑ，Ⓒ，Ⓓのうち，いずれか�の

要素が，ゼロとなる会社

㋺……直前々期を基準に計算して，Ⓑ，Ⓒ，Ⓓのうち，いずれか�
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以上の要素が，ゼロとなる会社

なお，つぎの

⑵ 株式保有特定会社

⑶ 土地保有特定会社

⑷ 開業後�年未満会社等

⑸ 開業前，休業中会社

⑹ 清算中の会社

に該当する会社は，この比準要素数	の会社にはなりません。

比準要素数	の会社の株式の評価は，純資産価額方式で評価するこ

とになります。

なお，比準要素数	の会社であっても

類似業種比準価額と純資産価額との併用方式

を採用することができます。

ただし，比準要素数	の会社の場合の併用割合は，会社の規模にか

かわらず，25％となります。

したがって，この場合の評価は，

（類似業種比準価額×0.25)＋(純資産価額×0.75）

となります。

⑵ 株式保有特定会社

株式保有特定会社とは，評価しようとする会社の所有する資産を，

相続税評価額で評価した金額によって計算した，総資産価額に占める

株式等の価額の割合が，つぎの割合以上の会社をいいます。

株式等の価額

総資産価額
≧ 50％

株式等の価額とは，株式と出資の価額の合計額をいいます。

なお，つぎの

⑶ 土地保有特定会社

⑷ 開業後�年未満会社等

⑸ 開業前，休業中会社

⑹ 清算中の会社

に該当する会社は，この株式保有特定会社にはなりません。

株式保有特定会社の株式の評価は，

純資産価額方式と

簡 易 方 式

のいずれかを選択して評価することになります。

簡易方式とは，

（S1の金額）＋（S2の金額）

で評価するものです。

S1の金額，S2の金額の計算は，つぎのようになります。

S1の金額

株式保有特定会社が所有している株式と，その所有株式にかかる受

取配当収入をなかったものとした場合の，大中小の会社区分による原

則的評価方式で計算した金額です。

この場合において，類似業種比準価額，純資産価額は，それぞれつ

ぎのように計算します。
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類似業種比準価額

Ａ× �
Ⓑ−ⓑ

Ｂ
＋

Ⓒ−ⓒ

Ｃ
＋

Ⓓ−ⓓ

Ｄ

� � ×0.7（0.6，0.5）
Ａ 株 価 Ⓑ 配 当 金 額

Ｂ 配 当 金 額 Ⓒ 利 益 金 額

Ｃ 利 益 金 額 Ⓓ 純資産価額

Ｄ 純資産価額

ⓑ＝Ⓑ×受取配当金収受割合（	を超える場合	とする）※

※ (直前期末以前�年間の受取配当金額)

�
直前期末以前
�年間の受取
配当金額 � ＋ �

直前期末以前
�年間の営業
利益金額 �

ⓒ＝Ⓒ×受取配当金収受割合

ⓓ＝㋑＋㋺（Ⓓを限度とする）

㋑＝Ⓓ×
直前期末の株式等の価額（簿価による)

直前期末の総資産価額 （簿価による)

㋺＝
�直前期末の利益積立金額�
�直前期末の発行済株式数�

×受取配当金収受割合

純資産価額

S2の金額

株式保有特定会社が所有している株式等について，つぎのように計

算した金額です。

�株式等の相続税評価額� ＞ �株 式 等 の
帳 簿 価 額� の場合

�株式等の相続税評価額� ≦ �株 式 等 の
帳 簿 価 額� の場合

株 式 等 の 相 続 税 評 価 額

発行済株式数
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株式等の

相続税評

価額

株式等の

相続税評

価額

株式等の

帳簿価額− � − 	 ×37％
発 行 済 株 式 数

�株式等を除く資産の合計額� −�負債の合計額�

相続税評価額による純資産価額

評価益×37％

評価益の税金

−

発 行 済 株 式 数



⑶ 土地保有特定会社

土地保有特定会社とは，評価しようとする会社の所有する資産を，

相続税評価額で評価した金額によって計算した，総資産価額に占める

土地等の価額の割合が，つぎの割合以上の会社をいいます。

・大会社の場合 70％以上

・中会社の場合 90％以上

・小会社の場合（総資産価額が次の基準に該当する会社）

卸売業 20億円以上 7,000万円以上20億円未満

小売・サービス業 15億円以上 4,000万円以上15億円未満

上記以外の業種 15億円以上 5,000万円以上15億円未満

割 合 70％以上 90％以上

さらに，つぎの

⑷ 開業後�年未満会社等

⑸ 開業前，休業中会社

⑹ 清算中の会社

に該当する会社も，土地保有特定会社にはなりません。

土地保有特定会社の株式の評価は，

純資産価額方式

で評価することになります。

⑷ 開業後�年未満会社等

開業後�年未満会社等とは，相続・贈与があった日において，評価

しようとする会社が，

・開業後�年未満

・比準要素数ゼロ

である場合の会社をいいます。

なお，つぎの

⑸ 開業前，休業中会社

⑹ 清算中の会社

に該当する会社は，この開業後�年未満会社等にはなりません。

開業後�年未満会社等の株式の評価は，土地保有特定会社とまった

く同じです。

⑸ 開業前，休業中会社

開業前または休業中である会社の株式の評価は，

純資産価額方式

によって計算します。

なお，つぎの

⑹ 清算中の会社

に該当する会社は，この開業前，休業中会社にはなりません。

⑹ 清算中の会社

清算中の会社の株式の評価は，

清算分配見込価額

によって計算します。
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非上場株式の評価

原則的評価 特例評価

持株割合に
よる区分

会社の規模

同族株主で，特定会社等に

該当しない場合(注)
少 数 株 主

大 会 社
類 似 業 種 比 準 方 式

（類似業種比準価額）

配当還元方式

（配当還元

価額）

(注)

中

会

社

大

併 用 方 式

（類似業種比準価額×0.90）

＋（純資産価額×0.10）

中

併 用 方 式

（類似業種比準価額×0.75）

＋（純資産価額×0.25）

小

併 用 方 式

（類似業種比準価額×0.60）

＋（純資産価額×0.40）

小 会 社

併 用 方 式

（類似業種比準価額×0.50）

＋（純資産価額×0.50）

純資産価額の方が

低ければ，純資産

価額で評価

同族株主としての

評価の方が低けれ

ば，同族株主とし

ての評価

(注) 「清算中の会社」は清算分配見込価額，「開業前，休業中会社」は純資産価額，

となります。



評価上の区分と評価方式の判定
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特定会社等に該当する場合

持株割合による
区分

会社の実態

同 族 株 主 少 数 株 主

比 準 要 素 数 	 の 会 社

純 資 産 価 額 方 式

(純 資 産 価 額)

配当還元方式

(配当還元価額)

株 式 保 有 特 定 会 社

土 地 保 有 特 定 会 社

開業後�年未満会社等

純 資 産 価 額 方 式

(純 資 産 価 額)
開 業 前，休 業 中 会 社

比準要素数	の会社につ

いては，類似業種比準価

額との併用方式（割合

0.25）の選択可

純資産価額の方

が低ければ，純

資産価額で評価

清 算 分 配 見 込 価 額清 算 中 の 会 社

株式保有特定会社につい

ては，簡易方式の選択可

同 族 株 主 等

株 主 の 判 定

清算中の会社であるか

開業前又は休業中の
会社であるか

少数株主であるか

・純資産価額
・(類似業種比準価額
　×0.25＋純資産価額
　×0.75）

・純資産価額
・(S1＋S2）
　方式

土地保有特定会社であるか

同族株主等以外の株主

清算中の会社であるか

開業前又は休業中の
会社であるか

株式保有特定会社であるか

原則的
評価額

純資産
価額

清算分配
見込価額

配当還元
価額

比準要素数１の会社であるか

開業後３年未満の会社，
比準要素数０の会社であるか

はい はい

はい はい

はい

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ


